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わが国は急速に少子化が進んでおり、各地域には人口減少に対処していく知恵が求

められている。交流人口を呼び込んで“外貨”を稼ぐ観光振興を進めることが重要なカ

ギである。 

訪日外国人は急激に増加して 2017 年には 2,869 万人を記録した。近年の傾向に照ら

せば、2020 年に 4 千万人という政府目標も達成される見込みである。訪日外国人数の

伸びに伴って観光消費も総額ベースで増えており、各地域がそうした需要を確実に取

り込めるようにすることが重要である。 

訪日外国人の動向に合わせるかのように日本人の国内観光（旅行）もここ 3 年間は

僅かながらも増加してきており、2017 年には過去 8 年間で最多（6.47 億人。速報ベー

ス）となった。ただし、今後わが国の人口減少が確実である以上、国内観光は先細り

の懸念が拭えない。どの地域においても、「また訪れたくなる、何度でも訪れたくな

る」魅力ある地域づくりに向けた観光資源の発掘・磨き上げが求められている。 

インバウンドの需要拡大が続くこの機を逃さず、持続的な観光振興とリピーター確

保対策を柱として「観光立国」を実現するための全国的な取り組みを加速しなければ

ならない。観光インフラの整備はもとより、来訪者に快適な旅・滞在を提供できるよ

うな環境や仕掛けの充実に官民を挙げて取り組むとともに、観光需要の大都市圏や特

定観光地・地域等への偏りを是正して交流人口の全国各地への均てんが図られるよう

な政策・施策の展開を強く望む。 

なお、インバウンド訪問先の地域的偏りなどから、慢性的な渋滞や事故の発生など

負の事案が生じているケースも見られる。安全・安心な環境の中で観光客が快適に過

ごせ、かつ当該地域・住民生活との関わりを良好に保ちつつ持続可能な形で地方創生

が図られるような観光振興を進めていく必要がある。  
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Ⅰ．観光客の地域分散を進める汎日本(オールジャパン)観光へ  

観光振興は地方創生のカギであるが、地域的偏在が是正されるようなオールジャパンで

の工夫と努力が必要である。地域においては、それぞれに呼び込みたい客層・ターゲットと

収益目標を明確にするとともに、外国人の多様なニーズを的確に捉えてそれを提供すること

が求められる。 

来訪者の地域的偏りをなくしていくためには、各地域へのアクセス手段となる交通・移動

を支えるインフラの整備が欠かせない。基幹高速交通はもとより、地域間・地域内の移動を

容易にする交通網の充実や付随する施設等の機能強化が必要である。 

他方、急増するインバウンド需要等に伴う交通渋滞に悩まされる地域も一部で出てきてお

り、対策が急がれる。 

 

１．交通インフラの整備拡充 

（１）観光は必ず移動を伴う行動であり、観光振興のためには交通環境の充実が不可欠であ

る。このため、地域分散を図るための基幹交通体系の整備が重要であり、ミッシングリン

クの解消をはじめとする幹線道路の整備、整備新幹線・リニア中央新幹線の着実な建

設が求められる。 

なお、移動手段の利用自体が観光目的とされる豪華列車の旅や、秘境（行きにくい

場所）に対する嗜好など、人々の「楽しみ方」の多様化に合わせた観光開発とその支援

を強化すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基幹交通拠点からつながる二次・三次交通との結接が未整備であるため、その先の地

域に観光客が行きにくい状況にある。JR グループが販売し多くの訪日外国人が利用し

ている「ジャパン・レール・パス」のような周遊パスについてローカル鉄道やバス等と連携

させる仕組みを検討・導入すべきである。 

また、訪問先で移動手段を持たない観光客にとり、便利・快適な公共交通が果たす

役割は大きい。環境にも優しい新たな地域交通システムとしての活用が注目される「エ

コカート」等の普及支援を図られたい。 

 

 

 

 

【各地で増加する観光列車】 

2013 年に運行が開始されたＪＲ九州の「ななつ星」をはじめとする地域特性を活

かした豪華観光列車は、予約が抽選になるほど活況を呈している。豪華列車を

はじめとする観光列車は年々増加し、JR・私鉄各社あわせて百数十種類に拡

大している。 
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【クルーズ船入港にあわせた市内循環バス運行】 

室蘭市（北海道）では、室蘭商工会議所・室蘭観光協会の 3 者が 2009 年に室

蘭観光推進連絡会議を設置し、官民連携の観光振興に取り組んでいる。クル

ーズ船入港にあわせて、市内の名所、中心市街地をめぐる循環バスを運行し、

乗客に市内の観光資源・商店等の情報を多言語で記載した地図を配布してお

り、街なかを来訪する乗客も増えている。 

 

 

 

 

 

 

（３）地方空港は、インバウンドを直接地域に呼び込む玄関口として重要な役割を果たすが、

訪日外国人に対応できる機能やサービスが整っているとは言い難い。地方空港におけ

る CIQ（税関・出入国管理・検疫）体制の充実や先進的保安検査機器等の導入による

サービス機能およびセキュリティを早急に強化すべきである。 

 

 

 

 

 

 

（４）2017年のクルーズ船の寄港地は 130港あり、訪日クルーズ旅客数は 253.3万人（前

年比 27.2%増）、クルーズ船の寄港回数は 2,765 回（前年比 37.1%増）となり、いず

れも過去最高を記録した。クルーズ船の寄港は、寄港地を中心とした観光客の増加、

グルメ・ショッピングをはじめとする地域での消費喚起といった経済効果や訪日外国

人と地域住民と交流促進などの効果があげられるが、寄港地から遠隔地の大型商

業施設への直行により、地元商店や観光施設への誘客が進まない地域もある。地

域内に観光客が回遊するよう官民連携による公共交通の仕組みづくりが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

２．地域交通システムの構築 

（１）地域交通の全般的な特徴として、観光客の利用には地域・季節的偏りがあり、通勤・通

学の利用は時間的偏り（朝夕に集中）がある。こうした交通需要を支えるためには多くの

【期待される新たな地域交通システム】 

輪島商工会議所（石川県）では、ゴルフ場の電動カートを改良して軽自動車ナ

ンバーを取得した「エコカート」を街なかで走行させる社会実験を実施中。巡回

型の路線バスの代替手段として高齢者や観光客の重要な交通手段となってい

る。また、一部の走行ルートでは自動走行を実施するなど機能向上や利便性の 

高い交通システムに向けて事業を進めている。 

【「訪日誘客支援空港」を通じた支援メニューの充実】 

国は、2017年 7 月に「訪日誘客支援空港」として 27 空港を認定し、新規就航・

増便の支援や空港の受入環境整備等が進められているが、地方空港において

はその整備が遅れている。 



 
 

5 

【観光渋滞とその対応例】 

鎌倉市（神奈川県）では海と山に囲まれた狭い市街地に観光客の自家用車が

流入することから、渋滞が慢性化している。沿線住民の通勤・通学の足にもなっ

ている江ノ電が混雑し、市民生活に支障が出ている。 

福岡市では、市内の道路渋滞解消のため、従来の大型バスより多い 130 人

が乗車できる連節バスの運行を 2016 年から試験導入した。 

場合、固定施設（駅・空港等）や高価な機材（車両、航空機等）が必要であり、需要集中

期に需給を絶えずバランスさせることは困難である。このため、季節によって需給逼迫

による混雑等が生じ、観光に支障をきたすケースがみられる。各地域において、鉄道、

バス、タクシーなどの交通事業者と観光地が連携して観光客の移動が円滑に行われる

よう、運行計画や運賃制度などを調整する仕組みとして、マドリード州（スペイン）や熊

野エリア（和歌山県）に取り組み例が見られる、地域ごとに最適な観光交通システムを

構築することが必要である。 

３．観光渋滞の解消 

（１）訪日外国人が集中する大都市における道路渋滞は、市民の暮らしに「観光公害」とも言

える状況を生み出し、外国人観光客の受け入れに対する忌避感を高めかねず、改善

に向けた施策は急を要する。国土交通省が行おうとしているエリアプライシング（通行

料徴収）などの渋滞対策実験とその検証を踏まえた改善の取り組みを加速すべ

きである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．多様なニーズを捉えて地域に人を呼び込むワイドな観光へ  

観光客の大都市圏集中は、その中でも一部の特定有名観光地や商業施設に偏っている

というのが実態であり、大都市の全地域にまんべんなく観光客が多数訪れているわけでは

ない。個々の地域に交流人口を増やしていくことが重要であり、それぞれの地域が観光資

源の見直しと充実化を図るとともに多様な観光手法を積極的に採り入れて、観光の幅を広

げた「ワイドな観光」を推進する必要がある。これにより観光客が分散（ワイド化）する効果を

生むことも期待される。なお、こういった施策を全ての地域で自らの力で進めるのは難しいこ

とから、各地域の取り組みを後押しする国による財源面や人材での支援が望まれる。 

また今後、「ラグビーワールドカップ 2019」、「東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以

下、「東京 2020」）」、「ワールドマスターズゲームズ関西」（2021年）などの大きな国際行事が

続く。通常の観光客に加え、これらのイベント関連で多くの外国人が訪日する。その機会を

各地域への誘客に結び付けるべきであり、特に東北や九州など震災で観光客が減少した

被災地への送客につながる施策の展開を求めたい。 

 

１．産業観光をはじめとするテーマ別観光の一層の推進  

（１）すべての地域には産業（なりわい）があり、産業の視点で地域を見つめ直すことにより、

＜図表１－１、１－２参照＞ 
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【産業観光の規模】 

2016 年の産業観光の年間参加者数は 7,000万人におよび（(公社)日本観光振

興協会調査）、同年の日帰りを含む国内観光客総数（約 6億人）の約1割を超え

ており、観光形態のひとつとして定着している。 

【産業観光で収益をあげている事業所】 

産業観光で投資に見合う収益をあげている事業所は全体の約 12％であり、業

種別に見ると「飲食料品・繊維工業」が約 28％と最も高く、鉄鋼・自動車・化学・

紙パルプといった重厚長大製造業は１％程度にとどまっている。（経済産業省

「産業観光資源に関する調査」（2010 年）） 

【ＭＩＣＥと親和性の高い産業観光】 

JNTOが国内外MICE関係者の訪日インセンティブ旅行への理解と意欲向上の

ため、2016年度より実施している「JAPAN Best Incentive Awards」では、自動車

メーカーの工場見学や各地で活躍する職人や工芸品に触れるといった産業観

光の取り組みが 2017年度の大賞を受賞し、高い評価を得ている。 

工場をはじめとするものづくりの現場、産業遺構といったハードだけではなく、これらの

産業を支える技術・技能、デザイン・意匠などといったソフトも観光資源として発掘するこ

とが可能になる。さらに、歴史的・文化的価値のある遺産と組み合わせることにより産業

観光の幅が広がり、持続可能な観光として推進すべきである。 

 

 

 

 

（２）産業観光は、当該企業の広報・CSR 活動や製品ブランド価値向上等を動機として行わ

れているものが多く、一般的に無料であることからビジネスモデルが成立しにくい状況に

ある。そのため、産業観光による旅行商品が造成できずに取り組みが中断している地

域・企業の実態も伝えられている。持続的な産業観光とするため、企業単体ではなく地

域として実行委員会・コンソーシアム等をたちあげ、収益のプールおよび配分といったビ

ジネスモデルを構築すべきである。 

 

 

 

 

 

（３）産業観光における見学・体験・テクニカルビジットといった産業（企業・工場）訪問は、「コ

ト消費」を志向する訪日外国人からも関心が高く、MICE 誘致に寄与するコンテンツとし

て、より一層、推進するべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）2017 年の訪日外国人の消費支出に占める娯楽サービスの割合は約 3％に過ぎず、観

光先進国である欧米諸国に比べて低い。一方、同年の訪日外国人の 6 割はリピーター

であり、彼らが次回訪問（リピート）時に希望する活動としては、自然・農漁村体験、温泉

入浴、歴史・文化体験などといった「コト消費」への人気が高い。伝統家屋を活用した茶
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【各地で進む ONSEN・ガストロノミーツーリズムの取り組み】 

欧米を中心に、食と景色を楽しみながらその土地をウォーキングする「ガストロノ

ミーツーリズム」が普及している。日本では、(一社)ONSEN・ガストロノミーツーリ

ズム推進機構がこれに「温泉」を組みわせた「ONSEN・ガストロノミーウォーキン

グ」を各地自治体・商工会議所等の協力も得て開催。2017 年 5 月の開始後、半

年で 12 回開催し、延べ 2,500 人が参加するなど人気を得ている。 

【各地域の文化財やお祭りの情報を一元化して発信】 

文化庁では、全国の文化財等の情報を発信するポータルサイト「文化財オンラ

イン」を構築。2020年までに訪問回数 200万回を目標としている。また、（一財）

地域伝統芸能活用センターが運営するホームページ「まつりーと」では、「お祭

りに参加する人を募集したいとする地域」と「お祭りに参加したい人々」とを結び

つける仕組みを構築。観光客が各地域の祭りを鑑賞するだけではなく参加する

ことにより生まれる地域住民との交流・ふれあいを重視している。 

＜図表２－１、２－２参照＞ 

道、華道、琴等の文化体験プログラムが人気を博している実態を踏まえ、体験型コンテ

ンツの開発を強化すべきである。 

 

 

 

 

 

（５）ユネスコの世界遺産に登録されている日本国内の文化・自然遺産（文化遺産 16 件、自然

遺産4件）や国宝等の文化財（例：国宝1,110件）は、多くが大都市圏でなく地方圏にある。

こうした世界遺産や文化財は国内外の旅行者の訪問動機につながり、旅行者の地域分散

に有効である。国としてそれらを活用するための各種取り組みを進めているが、より一層重

要なことは、各地域の文化財等の情報発信を強力に進めることである。また、2015 年度に

創設された地域の歴史、文化、伝統に関する「日本遺産」の認定と情報の拡散を図るべき

である。これらの情報発信の際には多言語化が当然のこととして必要である。 

 

 

 

 

 

 

（６）発想の転換、地域資源の見直しにより、新たな観光サービスを推進すべきである。事業

化のために適正な有料化や行政支援が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【マイナスをプラスに転換】 

新庄商工会議所（山形県）では、地域の厄介者とされてきた雪の活用に着目

し、JR 駅近くの公園を雪遊びのフィールドとして整備。スノーモービル等の体験

ができる。深夜の除雪車見物等の体験型観光コンテンツの開発や海外へのプ

ロモーションも積極的に行い、雪遊びフィールドの来場者数も 2015 年度 200

名、2016年度 500名と年々増加している。 
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【廃線鉄道を地域資源として活用】 

神岡商工会議所（岐阜県）では、廃線（旧・神岡鉄道）を「レールマウンテンバイ

ク」として活用し観光事業化。土日祝日や GW・お盆等の繁忙期は事前予約で

埋まっており、国内観光客だけではなく訪日外国人も訪れ、活況を呈している。

利用者は 2007年の 1,301人から、2015年には 41,840人に増加し、年間 6,000

万円の売上高を生み出している。 

【寺の早朝開放の実施】 

奈良市観光協会では、薬師寺、唐招提寺、喜光寺の三寺による「奈良・西ノ京ロ

ータスロード～蓮とご朱印めぐりを楽しむ旅」を実施し、早朝参拝や僧侶とめぐる

ウオーキングツアー等が催行されている。2018年からは参加寺院も増えている。 

【夜景観光の実施】 

長崎商工会議所が中心となり、官民一体の推進体制で市民・地元企業の協力

も得て夜景観光を推進。夜景のテーマ曲制作や見上げる夜景として「稲佐山電

波塔ライトアップ」を実施し、2016 年から通年化している。宿泊客数・観光消費

額も年々増加しており、宿泊滞在型観光の推進にも貢献している。 

 

【おもてなし文化として「モーニングサービス」の実施】 

一宮商工会議所（愛知県）では、地域で盛んな喫茶店のモーニングサービスに着

目。情報発信や食品メーカーと連携したメニュー開発、大学生・高校生への就業体

験提供等に取り組み、2016 年に地域団体商標（地域ブランド）に認定された。名古

屋市はじめ近隣から多くの観光客がモーニングサービスを目的に訪れている。 

 ※モーニングサービス：ドリンク代のみで朝食が提供されるサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．多様な時間帯に楽しめる観光・サービスの推進  

（１）交通インフラの環境整備により短時間で長距離移動が可能な地域では、観光客の滞在

時間が短く、日帰り・通過型の観光にとどまっているところがある。魅力的な施設の早朝

開放をはじめ観光客のニーズに沿ったモーニングタイム・ナイトタイムの魅力ある観光資

源を掘り起し、体験型コンテンツとして整備していくこと（24時間観光）は、観光客の地域

間における滞在時間・日数の長期化を促し消費額増加や混雑解消につながるので、強

力に推進すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ナイトタイム需要を創出していくためには、美術館・博物館をはじめとする娯楽施設の

開館時間の延長、催物の開演時間の工夫はもとよりそれらを楽しむ行動を支える鉄道・

バス等の夜間交通およびその安心・安全の確保等が不可欠であり、官民一体となり課

題解決に向けた取り組みを進めるべきである。 
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【国の登録有形文化財を活用したナイトタイムの観光振興】 

姫路商工会議所（兵庫県）では、青年部が中心となり閉館後の市立美術館（登

録有形文化財）の前庭および周辺を活用した「HIMEJI MUSEUM DINNER」を

実施。市内飲食店が協力し、音楽ライブ、撮影会が行われ、目標を上回る約

4,000 人を集客した。 

【招致実現に向けた商工会議所の支援】 

大阪商工会議所では、「大阪商工会議所 2025 日本万国博覧会誘致推進本

部」を設置。オールジャパンの誘致推進体制である「2025 日本万国博覧会誘致

委員会」と連携し、誘致委員会の会員募集やプロモーション活動等を積極的に

展開している。 

【ロンドン五輪開催後の取り組み】 

イギリス政府は、ロンドン五輪（2012 年）終了後、2013 年 4 月に「Delivering a 

Golden Legacy」を策定。2020 年までに訪英外国人旅行者数 4,000万人、訪英

外国人旅行消費額 315 億ポンドという目標を設定した。また、2012 年から数年

間、インバウンド誘致のため政府と民間部門が折半で１億ポンドを拠出したプロ

モーション事業も実施されており、訪英インバウンド数も 2012年 3,108万人から

2015 年 3,611万人へと着実に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

３．国際的イベントをテコにした誘客強化 

（１）過去のオリンピック・パラリンピック開催国の訪日外国人の推移を見ると、招致決定後から

長期間にわたってインバウンド需要が喚起される傾向にある。東京2020大会開催後も見据

え、官民が一体となりインバウンドの地方分散がより進むような受入体制の整備や訪日プロ

モーション等の取り組みを継続して進めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「ラグビーワールドカップ 2019」、「東京 2020」大会等の国際イベントに訪れる選手、ス

タッフ等の大会関係者、メディアおよび観戦者に対しできる限り地方への周遊を促し

日本での長期滞在につなげていくことが重要である。このため、各地域の観光を点で

なく広域のルートを提示することが効果的であり、広域観光に熱心な地域の取り組み

を国のモデル事業に指定し、訪日外国人への強力なプロモーションをすべきである。 

 

（３）大阪・関西での開催に向けて誘致活動が進められている 2025 年国際博覧会（万博）

について、その開催前後を含めた訪日外国人の増加に期待がかかる。誘致を実現す

るため国を挙げた取り組みを加速すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

４．観光による被災地域の復興支援 

（１）2017 年に福島県を訪問した訪日外国人（宿泊者）数は、東日本大震災前の 2010 年

＜図表２－３参照＞ 
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【復興に向け挑戦する姿を知ってもらう「ホープツーリズム」の取り組み】 

福島県では、（公財）福島県観光物産交流協会を中心に各分野で復興に向き

合う人との出会いや福島のありのままの姿を実際に見て聞いて学んで、希望を

感じてもらう「ホープツーリズム」を県外の中高生等を中心に提案している。福島

県への教育旅行の実施学校数は 5,936 校（2016 年度、対前年度比 4.6％増）と

回復傾向にある。 

＜図表２－４、２－５参照＞ 

比で 107.8％となり初めて震災前を超えたが、修学旅行をはじめとする教育旅行の実

施件数は震災前の水準を下回ったままである。教育保護者や地域教育関係者に対

する理解促進を図り、すでに安全が確保されている被災地域（特に福島）への教育旅

行を大いに推進すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）2016 年の熊本地震は、70 万件を超える旅行・宿泊キャンセルが発生するなど、九州

の観光産業に重大な影響をおよぼした。官民一丸となった対応により復興が進み観

光客数も回復してきたが、熊本城等や主要ルートの完全復旧などに向け国による継

続的支援を図られたい。 

 

Ⅲ．観光を､地方創生を実現する競争力のある産業とするために  

インバウンド 4,000 万人時代が目前に迫る中で、地方創生を実現する観点から観光産業

を競争力のある産業として発展させていくことが不可欠である。一方で、急速な人口減少・

高齢化に伴う地域の疲弊や人手不足が深刻化している。このため、国として観光産業にお

ける人手不足解消・生産性向上に向けた速やかな対応を図るとともに、中長期的な取り組

みを進めていくことが極めて重要であり、そのための強力な支援をお願いしたい。 

 

１．多様な人材の活躍推進による人手不足・人材不足への対応 

（１）宿泊・飲食業等における人手不足解消にあたっては、女性・高齢者等の多様な人材の

活用促進が不可欠であることから、民間事業者における社会保険料の負担軽減、職業

訓練への支援拡充をはじめとした労働環境整備をすべきである。 

 

（２）急増するインバウンドへの対応にあたっては、外国人の一層の活用促進が不可欠であ

ることから、外国人技能実習制度における 2 年目以降の在留資格となる 2 号移行対象

職種の適宜見直しが必要である。例えば、宿泊・飲食業界からのニーズが高い料飲サ

ービス業においては、職業能力開発促進法に基づき実施される「レストランサービス技

能検定」が存在することから、こうした検定試験を 2 号移行対象職種の追加に必要とな

る技能評価試験として活用しながら、制度への組み込みを図るべきである。また、現行

9項目に限定されている在留資格「技能」（特殊専門職）の追加を前提とした見直しを図

るとともに、新たな外国人受け入れ制度の構築に関する検討も開始すべきである。 

 

 

＜図表３－１参照＞ 
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（３）各地域のDMOを実質的に支えているのは、観光関連企業からの出向者であることも多

く、観光人材の確保継続の重要性が指摘されている。観光地経営と観光産業高度化

に資する観光経営人材の育成を重点的に推進すべきである。 

 

 

 

 

 

 

２．ＩＴ・ＩｏＴの活用による生産性向上 

（１）経営効率の低さが指摘されている宿泊・飲食業等においては、汎用的消耗品・食材等

の共同調達・購入による経営効率化が期待されることから、こうした共同化事業等の推

進の核となりうる業界に対して支援を行うべきである。 

 

 

 

 

 

 

（２）きめ細かな接客対応や清掃・ベッドメイキング等の重労働を伴う宿泊業等においては、

宿泊予約システムをはじめとしたＩＴ化への支援や重労働の自動化・省力化に向けた産

業ロボット等の開発促進を図られたい。同時に、これらの中小・小規模事業者への導入

支援を図るべきである。 

 

 

 

 

【ホテル八木（福井県あわら市）における IT活用の取り組み】 

これまで手作業としていた業務について宿泊予約システム・勤怠管理システム

を導入することにより生産性向上を実現。これにより、同社（従業員約 70 名）の

業績が大幅に回復した。 

【東京都飲食業生活衛生同業組合（東京都）におけるＩＴを活用した共同仕入れの取組】 

組合加盟店舗30店がクラウドシステムを活用した共同仕入れを実施。仲介料が

発生しないため仕入れ価格の低廉化が実現されたほか、従来 3 日程度で仕入

れていた商品が 1 日程度にまで短縮され、食材の鮮度も格段に向上した。 

【外国人技能実習制度の観光業での活用の現状】 

現在、技能実習 2号移行対象職種には、77職種 139作業が指定。2017年５月

より「ビルクリーニング職種」にベッドメイク作業（客室整備作業）が追加されたも

のの、とりわけ宿泊・飲料業界からのニーズが高い料飲サービス業務は対象に

加えられていない。 

【在留資格「技能」をめぐる現状】 

現在、出入国管理及び難民認定法第 7 条第 1 項第 2 号の基準を定める省令

（いわゆる基準省令）において、①調理師、②建築技術者、③外国製品の製

造・修理、④宝石・貴金属・毛皮加工、⑤動物の調教、⑥石油地熱等採掘調

査、⑦航空機操縦士、⑧スポーツ指導者、⑨ワイン鑑定士等の 9項目に限定。 

 

【観光人材育成の取り組み】 

観光産業をリードするトップレベルの経営人材を育成するため、2018 年 4 月より一橋大

学・京都大学に観光MBAコースが新設された。2019年 4月より開設される専門職大学

では、即戦力となる地域の実践的な観光人材の育成・強化を目的としている。 
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３．ＤＭＯ等による国内連携の推進 

（１）観光振興を効率的に図るうえで関連するデータ収集・分析は欠かせない。しかしながら、

それを専門的に扱うべき DMO 等においてさえも、そのための専門人材確保が進んで

いないことから、地方創生関係交付金等を活用した外部専門人材の活用促進を進めら

れたい。さらに、こうした外部専門人材の任期終了後を見越した地元人材の確保・育成

に対する支援強化を図るべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）DMO 等を安定的・持続的に運営するための財務基盤の確保が大きな課題となってい

ることから、収益事業の開発・実施をはじめとした自主財源確保方策に係る先進事例の

周知・情報発信や専門家によるコンサルティング支援措置等の創設を図るべきである。 

 

 

 

 

 

 

（３）地域内における観光振興は、行政・商工団体・観光団体等関係者による取り組み（ホー

ムページ、チラシ作成など）が重複しているケースがみられ、その解消に向けて DMO

への期待が高まっている。一方、同一地域に複数の DMO が設立されている例も散見

されるようになった。このため、各運輸局単位に設置予定の「連絡調整協議会」等を活

用しながら、DMO同士の連携・役割分担の推進も図るべきである。 

 

 

 

 

【（一社）気仙沼地域戦略（宮城県気仙沼市）におけるＤＭＯの取り組み】 

DMO形成によって、地域内の官民における観光振興の取り組みの「モレ」と「ダ

ブリ」を解消するとともに、着地型旅行商品の開発・実施等への経営資源の集

中投入を実現。関係者によって機能分担が成されている。 

【（株）まちづくり小浜（福井県小浜市）の取り組み】 

道の駅・レストランの指定管理収入や特産品開発により DMO の自主財源を創

出。また、REVIC（地域経済活性化支援機構）や地元金融機関等との連携によ

り、経営力・収益力強化も実現している。 

 

＜図表３－２、３－３参照＞ 

 

【（特非）阿寒観光協会まちづくり推進機構（北海道釧路市）の取り組み】 

地方創生関係交付金を活用した外部専門人材の登用により、詳細なマーケティ

ングデータに基づきながら、アイヌ文化やマリモに代表される地域資源を活かし

た着地型旅行商品開発や戦略的プロモーション等を実施。外国人観光客数・

消費金額の増加に大きく寄与している。 

【空港での装着型支援ロボット導入】 

羽田空港、成田空港ではリムジンバス会社、航空会社等で荷物の積み込みなど

を担当する係員が装着型支援ロボットを活用している。装着することで、腰への負

荷が大きく低減すること（最大補助率 40%）が科学的にも証明されており、インバウ

ンド増で荷物が増量・大型化している中で生産性向上に寄与している。 
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４．国境を超えた国際連携の推進 

（１）海外における先進的なDMO運営や観光地域づくりの手法を日本版DMOの形成・確立

に活かしていくことが必要であることから、国による海外先進事例の調査研究を図るととも

に、それらの周知・情報提供を強化すべきである。 

 

（２）インバウンドの一層の裾野拡大を進めていくために、姉妹都市協定や企業進出先・海外拠点

を起点とした訪日プロモーションや国際連携事業等に対する支援強化を図られたい。併せ

て、インバウンド拡大に向けた訪日ビザ発給要件のさらなる緩和を図るべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）海外との相互交流を促進するとともに、将来のわが国における観光振興・国際交流を担う

人材育成を図るために、若年層等に対するパスポート取得費用の軽減措置をはじめとし

たアウトバウンド促進に対する支援措置を創設すべきである。 

 

Ⅳ．安全・快適な観光実現のために 

  訪日外国人の急激な増加と個人手配型旅行への急速なシフト等旅行形態が多様化す

る中、より多面的な受入環境整備の拡充が急務である。公衆無線 LAN や多言語対応の整

備等、ハード面の環境整備は引き続きの課題ではあるが、個人旅行の急増に伴い、施設の

スタッフや住民とのコミュニケーション等、ソフト面での環境整備強化の必要性が指摘されて

いる。 

全体として増加傾向にある訪日外国人を全国各地域へ誘客するに当たっては、地域住

民と観光客双方が安全・安心・快適に過ごせる地域づくりに向けた取り組みの推進が欠か

せない。そのためにも民泊の健全な運営や、訪日外国人に対するルール・マナーの啓蒙徹

底等について、国と地方が連携した対応が必要である。 

また、地方でのキャッシュレス対応の遅れや、災害・傷病等のトラブル発生時における観

光客の安全確保に配慮した危機管理対応については全国的に取り組みが進んでいない実

態がある。今後国際的イベント開催が続く環境下、政府による強力・継続的な体制整備をお

願いしたい。 

 

１．観光客の安全・安心・トラブル防止への対応 

（１）国の訪日外国人向け情報アプリ「Safety tips」はプッシュ型の情報周知等有効であるが、

認知度の低さが課題である。在留外国人による活用促進を含め JNTO・在外大使館等

【七尾市（石川県）における国外連携による観光地域づくりの取り組み】 

産業界における経済交流を契機として、アメリカ・モントレー市と姉妹都市締結

を締結するとともに、同市公認の「モントレージャズフェスティバル in 能登」を毎

年開催。ジャズミュージックの聖地であるモントレーとの連携により、観光客数は

3 倍以上に増加し、大きな経済効果が発現している。 

＜図表３－４、３－５参照＞ 

 

＜図表４－１参照＞ 
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とも連携した訪日外国人向けプロモーションを強化されたい。 

 

（２）全国の商工会議所に対し、各地における旅行者の安全確保に配慮した危機管理対応

について聞いたところ、全国的に取り組みが進んでいないことがわかった。 

他方、観光庁では2014年に自治体向けに「訪日外国人旅行者の安全確保のための

手引き」を提供し取り組みを促したが、どの程度活用が進んでいるか不明である。各地

のその後の状況を把握し、訪日外国人の危機管理対応確立に向けた指導および支援

をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）訪日外国人の傷病対応に関しては、医療機関の過半数が意思疎通や未収金リスク等

を負担に感じており、実際、2015 年度の 1 年間に診療・治療にあたった医療機関の

35%が医療費の未収を経験している。市町村等自治体は地域の外国人患者受入の実

態を十分には把握していないことから、地方運輸局と自治体が連携・協力して状況を把

握するとともに対策を速やかに講じるべきである。 

 

２．住民の安全・安心、地域保護への対応 

（１）民泊については、地域住民から安全・衛生面に関する不安の声が聞かれる。違法民泊

提供者に対する取り締まりや罰則の周知・適用を徹底することはもとより、法令や自治

体が定める条例等に基づき、地域の実情も踏まえた、民泊制度の適正な運用に向けた

取り組みを強化・継続すべきである。 

 

（２）一方で、今後も増加が予想されるインバウンド需要などへの対応に関し、宿泊施設の不

足解消は大きな課題である。適格・健全な民泊の推進に向け、国と地方が連携して訪

日外国人目線に立った地域の生活に関するルールやマナーの周知を図り、その徹底

に向けた啓蒙をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

（３）2015年度の 1年間に訪日外国人の診療・治療にあたった医療機関の 35%が医療費の

【民泊に関する意見書を提出】 

京都商工会議所は京都市長に民泊が良質な宿泊サービスとなるよう市の独自

ルールを定めた条例制定などを求めた要望書を提出した。 

＜図表４－３、４－４参照＞ 

＜図表４－４参照（再掲）＞ 

＜図表４－２参照＞ 

【地域での安全対策】 

小田原箱根商工会議所（神奈川県）では「小田原箱根の観光ビジョン」の一環

で安全対策マニュアルを作成し、会員事業者向けに配布している。また、保険

会社と連携し、火山・噴火に備えた「噴火デリバティブ」（金融派生商品）を商品

化している。こうした商工会議所は少ない状況。 



 
 

15 

＜図表４－６、４－７参照＞ 

未収を経験している（前掲のとおり）。政府としてトラブル防止の観点から、補償範囲が

広い日本の保険への加入促進を強力に図られたい。日本に到着するまでの航空機内

や船内等でのＰＲを効果的に行うとともに、ツアー商品への付帯やビザ発給との連動な

どの可能性を検討すべきである。 

 

（４）経済産業省の支援を得て設立された一般社団法人 Medical Excellent Japan（MEJ）

（官民連携による日本の医療の国際展開を推進する目的）が認証した渡航受診者受入

医療機関（総称して「Japan International Hospitals」という）はインバウンドを担当する

専門部署を設置している。国はそれらの医療機関（2017年 12月 26日現在、全国で 41

病院を推奨）において培われたノウハウを集約し全国の医療機関と共有すべきである。 

 

３．訪日外国人旅行者の滞在利便性の拡充 

（１）訪日外国人にとって最大の困りごとは「コミュニケーション」であり、その改善が急がれる。

“いつでも、どこでも”ネット接続が容易に行える Wi-Fi 環境の全国的整備の促進、案内

表示・標識の多言語化や統一のピクトグラム（絵文字）化の推進、さらには音声対応等

を進め、ユニバーサルツーリズムの実現を図ることが求められる。また、商店街等では、

移動する人がシームレスにネット環境を保てるWi-Fi環境の整備が望まれる。このような

地域のバリアフリー化に向けたインフラ整備は一般の国民生活にとっても重要である。 

 

 

 

 

 

 

（２）Wi-Fi 環境やトイレの洋式化をはじめとする訪日外国人の受入環境整備においては、

観光庁における訪日外国人受入環境整備緊急対策事業等による支援がなされている

が、例えばトイレの洋式化では、補助率（3 分の 1）の面からも活用が進んでいない実態

が報告されている。特に自主財源の少ない市町村等の自治体では補助率が少なく、活

用し難いとの声がある。事業者がより活用しやすくなるような補助事業の制度設計が必

要である。 

 

（３）キャッシュレス決済が進んでいる国・地域からの訪日客が急増するなかで、日本での消

費の促進・円滑化に向け、キャッシュレス環境を整備すべきである。その際、欧米はクレ

ジットカード、中国・韓国等はスマホ（QR コード）など国・地域により普及している決済手

段が異なるので留意が必要である。 

【全国的にみた Wi-Fi 環境の整備状況】 

Wi-Fi は民間主導で進めているものと自治体等が進めるものがある。政府で

は、補助金（総務省）や交付金（地方創生関連）などにより、各地自治体におけ

る観光・防災等の公的拠点や施設における無料 Wi-Fi の設置整備を進めてい

るが、総務省によると防災等に資する Wi-Fi 環境の整備状況は 2017 年 10 月

現在、全国で約 64％に留まっている。 

 

＜図表４－５参照＞ 

＜図表４－１参照(再掲)＞ 
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他方、日本では交通系 ICカードによる支払いの利便性が急速に高まっており、2020

年の発行枚数予測では２億枚を突破する勢いである。また同カードの利用可能店舗数

は 2017年 12月現在、45万店舗まで拡大している（JR東日本調べ）。日本での利活用

が進む交通系 ICカードを訪日予定外国人に積極的に PRし、訪日直後から取得・利用

できる体制の整備を併せて行うべきである。また、美術館・博物館・スポーツ施設等の地

方の主要公共観光施設などでの利用促進を図るべきである。これにより物品購入・公

共交通機関・施設利用の面から訪日外国人の利便性向上が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）2020年 4月 1日運用開始予定の免税販売手続の電子化（2021年 9月 30日までは現

行の紙による免税販売も可能）に向けては、事業者への周知をはじめ、機器の導入等

の補助等、必要な事業者支援をお願いしたい。 

 

（５）多様な民族・宗教および文化的背景を有する外国人に配慮した食事の提供、施設（機

能）の整備が進むよう在留外国人の積極活用や地域とのマッチングを行う等、全国的

な啓発と支援を行うべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

４．親しみを感じ、歓迎されていると感じるもてなしのまちづくり 

（１）観光振興は、自治体、観光関連団体、事業者、住民の参加協働による地域をあげての

推進が不可欠である。すべての観光客が快適に過ごせる“時と場所”の整備に向け、住

【在留外国人を活用した環境整備】 

帯広商工会議所（北海道）ではマレーシア人職員を中心に、礼拝所の設置や

ハラールメニューの開発等、ムスリム観光客の受入整備を推進している。インバ

ウンド体験ツアーの実施に結びついている。 

【キャッシュレスサービスの推進】 

下関商工会議所（山口県）では、クルーズ船での訪日外国人の消費喚起を目的

に、行政、商店街組合等と協力しクレジットカード決済やスマホ決済に関するセミ

ナーを実施し、キャッシュレス環境整備を推進している。4月からの大型クルーズ

船寄港に向け、地元商業施設や飲食店等事業者の関心も高まっている。 

【LCC での公共交通機関チケット販売】 

日本の LCC機内では、空港から首都圏に向かう公共交通機関のチケットを機

内販売として取り扱っている事例がある。利用者は機内で入国前にチケットを

購入することで時間短縮を図ることができ、航空会社は鉄道会社からの手数料

収入、鉄道会社は他の公共交通機関との差別化につながっている。 

＜図表４－８参照＞ 



 
 

17 

【高山市の観光まちづくりの取り組み】 

高山市（岐阜県）は（一社）飛騨・高山観光コンベンション協会に委託し、高齢

者や障がい者が安心して観光できる環境づくりを推進している。また、観光関

係者や市民を対象に観光まちづくりやもてなしを学ぶ場を提供する等、官民

協力してのまちづくりに取り組んでいる。結果、暮らしやすい地域づくりにもつ

ながっている。 

民を含む地域の人々がもてなしのこころをもって観光客を温かく迎えるという意識醸成

を官民協力して推進する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）サービス品質は本来数値化するのが難しいが、「おもてなし規格認証制度」はサービス

産業の活性化と生産性向上を目的に、企業のサービス品質を「見える化」する仕組み

であり、観光産業において継続的に活用されるべきである。制度を推進することにより

従業員の意欲と能力を引き出すことにつながっている。同制度活用の全国的な普及促

進とそれによる人材教育・育成を推奨すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．官民の連携・協働、情報発信体制の構築、観光統計の整備について 

観光立国実現のためには地域内あるいは広域に関係者の連携が必要である。行政区域

を越えて広域な観光地域づくりを推進する際に地方運輸局の果たす役割は大きく、商工会

議所、観光推進機関等との連携を強化すべきである。 

また、交通手段・宿泊施設や観光地に関する「情報」は観光行動に重要な役割を果たす

ため、官民が連携して、的確・効果的な情報の発信・提供に取り組む必要がある。 

地域および各観光関連事業者において、観光戦略策定および見直しの際に不可欠なの

は、観光客数、宿泊施設の客室数・稼働率、交通手段や通信環境など正確な地域別の基

礎的データである。観光地入込客数については国が共通基準を設けているが、都道府県

単位での提供にとどまって（不参加自治体もある）おり不十分である。国の強力な指導を通

じて基礎的観光統計をより一層、整備・拡充していくべきである。 

 

１．連携・協働および新たな観光財源の活用策  

 上述したような観光地域づくりの推進には、官民の連携・協働が欠かせない。特に、財政

基盤の弱い地域の取り組みには国による支援が重要である。 

国は、観光立国実現に向けた観光施策の拡充・強化を図る観点から、観光促進のための

【静岡県での取り組み】 

静岡商工会議所はおもてなし規格認証制度を活用し県内の飲食・宿泊をはじ

めとしたサービス産業全般のおもてなし力向上を図っている。これまでに金認

証 34 件（全国 1位、全国平均 3 件）を認定。認証を通じ、従業員が自信と誇り

を持つと共に経営者の生産性向上等に関する意識の向上に役立っている。 

＜図表４－９、４－10 参照＞ 
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【在住外国人の目線を踏まえた情報発信】 

鳥羽商工会議所（三重県）では、2016年よりインバウンド専門職員として市内在

住のカナダ人を雇用し、外国人目線での情報発信・商品造成等を行っている。

2016年の市内含む伊勢志摩地域の外国人宿泊者数は87,000人を超え前倒し

で目標を達成し、2017年以降も着実に増えている。 

【高山市の観光統計への取り組み】 

高山市（岐阜県）では、1970 年から市が観光関連事業者の協力を得て、観光入

込客数等の統計をとっており、観光戦略策定のベースとなっている。2016 年の同

市の外国人宿泊者数は 461,253 人と人口（約 9万人）の 5 倍以上となっている。 

税として国際観光旅客税を創設し、2019 年 1 月 7 日以降の出国旅客に定額・一律 1,000

円を徴収する。本税の使途については、①ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備、

②我が国の多様な魅力に関する情報の入手の容易化、③地域固有の文化、自然等を活用

した観光資源の整備等による地域での体験滞在の満足度向上、の３つの分野に充当する

基本方針が示されている。 

本税については、外国人のみならず日本人も徴収対象であることから、インバウンド需要

への対応のみならず国内観光の振興にも使われるべきであり、特に観光客を各地域に分散

させる施策に重点的に使われることを検討されたい。 

 

２．情報発信体制の構築  

（１）訪日希望のある潜在的インバウンド需要に向け、日本および各地域に関する情報を効

果的に発信することが不可欠である。特に、発信コンテンツについては、在住外国人を

活用し、彼らの目線でとらえた地域の日常等を（日本人の文章の翻訳でなく）母国語で

考え母国語で発信してもらうことが何より重要である。外国人目線の情報発信をより効果

的に行うため、地域在住外国人のネットワーク化を図り、素顔の日本情報として世界に発

信すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国は、JNTO の体制強化を通じ訪日無関心層に対する訪日グローバルキャンペーンの

展開や地域資源の多言語解説整備支援など各種情報発信に着手している。日本のア

ニメ、ファッション、ライフスタイルといった優れたコンテンツの情報発信のさらなる強化が

求められる。なお、商工会議所では、2016 年より全国 515 商工会議所に観光担当者を

設置し、ホームページをはじめあらゆる情報媒体を活用し情報発信の体系化に取り組

んでいる。 

 

３．基礎的な観光統計の一層の整備 

（１）国は、従来の観光統計に加え、都道府県レベルの入込客数・消費額を明らかにする

地域観光統計の整備に着手しているが、現在統一的には進められていない市町村単

位での実態を明らかにするための地域観光統計の整備・拡充を図られたい。 
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（２）観光に関するビッグデータでは、国の地域経済分析システム（RESAS）や訪日外国人

流動データ（FF-Data）、（公社）日本観光振興協会の観光予報プラットフォームがあげ

られるが、情報が点在しており、データの意味や利活用方法が統一されていない。民

間事業者が使いやすく訪日外国人の行動等の情報を収集・分析できるようにするため、

観光統計の一元的な提供を図られたい。 
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図表１－１ 

観光地における交通の現状と課題 

 

 

図表１－２ 

（例）鎌倉市の観光渋滞 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出所：国土交通省 
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図表２－１ 

訪日外国人旅行者が訪日時にしたこと・次回訪問時にしたいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査」を一部加工 
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図表２－２ 

外国人観光客の消費支出割合の諸外国との比較 

出所：「OECD Tourism Trends and Policies 2016」を元に観光庁作成 

（注）観光庁「訪日外国人消費動向調査」によれば 2017 年の日本の娯楽サービスは約３％ 

 

図表２－３ 

過去のオリンピック・パラリンピック開催国におけるインバウンドの推移 

 

 出所：みずほ総合研究所 
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図表２－４ 

東北六県への訪日外国人宿泊者数 

※パーセンテージは、2010 年（震災前）を 100 とした場合の指数 

出所：観光庁「宿泊旅行統計調査」より東北運輸局作成 

 

図表２－５ 

東北方面への修学旅行実施状況 

出所：(公財)全国修学旅行研究協会 
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図表３－１ 

観光産業（宿泊業）における人手不足の状況 
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図表３－２ 

ＤＭＯにおける人手不足（専門人材）をめぐる状況 

 

出所：（公社）日本観光振興協会「ＤＭＯ候補法人の現状と課題について」（アンケート調査）をもとに一部加工 

 
 

図表３－３ 

ＤＭＯにおける人手確保・育成に向けた状況 

 

出所：（公社）日本観光振興協会「ＤＭＯ候補法人の現状と課題について」（アンケート調査） 

 

図表３－４ 

若年層におけるアウトバウンドをめぐる状況① 

20 代のパスポート取得率 

 

出所：観光庁 

データ
収集

人材
育成

財務
経営分析

デジタル
広告

戦略
立案

特産品
開発

企画・
造成

物販・
店舗運営

イン
バウンド

広域
連携

全体 59% 48% 40% 39% 37% 36% 34% 32% 31% 18%

地域連携
ＤＭＯ

57% 45% 39% 41% 45% 32% 32% 30% 25% 16%

地域
ＤＭＯ

59% 53% 41% 39% 31% 41% 37% 33% 37% 20%



 
 

26 

 

図表３－５ 

若年層におけるアウトバウンドをめぐる状況② 

 

 

出所：クロスマーケティング「若者の海外旅行に関する調査」（対象：18 歳～29歳の男女） 

 

図表４－１ 

訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート 
 

 

出所：観光庁「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート」 
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図表４－２ 

旅行者の安全確保に配慮した危機管理対応                     

 

出所：日本商工会議所「2017 年度全国商工会議所観光アンケート」 

 

図表４－３ 

 

医療機関における外国人患者受け入れ体制 

                                               

 
出所：厚生労働省「訪日外国人の医療機関への受診状況について」 
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図表４－４ 

地方自治体における外国人患者受け入れ体制      

 

 

出所：厚生労働省「訪日外国人の医療機関への受診状況について」 

 

図表４－５ 

       ジャパンインターナショナルホスピタルズ一覧 

 

出所：（一社）Medical Excellent Japan 

     http://www.medical-excellence-japan.org/jp/hospital/pdf/JIH%20 
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図表４－６ 

       公衆無線 LAN 環境の整備における官民連携の考え方 

 

出所：総務省「2014 年 11 月 Wi-Fi 整備についての現状と課題」 

 

図表４－７ 

都道府県別 Wi-Fi 整備予定数及び整備済み数 

 

出所：総務省「2018年1月防災等に資するWi-Fi環境の整備計画」 
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図表４－８ 

 

交通系 IC カード市場規模予測 

 

  出所：矢野経済研究所 https://www.yanoict.com/summary/show/id/490 

 

 

図表４－９ 

おもてなし規格認証理念 

 

出所：経済産業省「おもてなし規格認証理念」 
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図表４－10 

おもてなし規格認証の定義について 

 

出所：（一社）サービスデザイン推進協議会「規格認証定義について」 

 

 


